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（一九八三年法）の第四章（第二五条から第三二条） つき、そのタイトルを「義について」から「義務と倫理について」に改めたうえで、官公吏の倫理遵守の観点から、倫理総則、利益相反状態回避義務、資産状況と利害状況の届出と公表 兼業規制や、公務員 審議会等に関するものを中心に、同章の規定の大半を改正した（この法改正につき、拙稿・後掲（一五頁）主要参考文献） 。さらに、二〇一六年法①は、二〇一三年法① 二〇一三年一二月六日法律第二〇一三
―
一一一七号（二〇一三年法




































































































e législ.) et n
o 506 (S., 
S.O
. de 2015-2016), 2016, p.6
et s. ） 。
議論の詳細については、晴山・後掲（一五頁）諸主要参考文献を参照されたい） 。前者は、職務内において、公役務の中立性の観点から、政治や宗教等に関する中立性を公務員に求めるも である。これにより、職務内における表現の自由等の行使は、原則として大幅 制約されることになる。これに対し、後者は、職務外において、公役務の中立性の観点から、表現の自由等の行使について幾らか慎重であ ことを求めるものである。これにより、職務外においては、表現の自由等の行使の一部が例外的制約されることとなる。
これらの義務は、伝統的に行政判例法理
















































































ica, 2016, p.386 ） 。その結果とし
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こうして、二〇一六年法①では、中立義







1950, p.247 ） 。また、前記の両院同数合同








rosnier et de A
lain 
V









ていたように、現代に いては 容易な表現を可能とするＳＮＳの台頭に伴 慎重性を欠いた表現のなされる危険が高まってきている。日本においても、ＳＮＳ よ表現につき、その慎重性が問題となった事例は枚挙に とまがない。表現の自由の制約について議論す に際しては、こうした現代の表現方法 関する事情も考慮する必要がある。
２ ??????????
利益相反状態回避義務は、ソヴェ委員会
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かに違法であり、重大な公益侵害をもたらす場合 はこの限 ではないとしている（第二八条） 。また、一九八六年に制定された刑事手続法典第四〇条に基づき、公務員は、 「職務を遂行する中で重罪または軽罪を知っ ときには、その重罪また 軽罪を直ちに検察官に通報し、かつ、その検察官に対し、その重罪また 軽罪に関する全ての情報、調書、及び、書類を提出すること」を義務付けられている。もっとも、従前は、職務遂行義務 職務命令遵守義務、中立義務、慎重義務や守秘義務等とい た服務義務の遵守への悪影響が懸念された結果として、違法または不当な命令や行為等に関する事実を通報した者を人事上の報復等から保護するため 公益通報者保護制度が整備されてこなかった。そのため、こうした状況においては、違法または不当な命令や行為等を知ったまたは受けた者が、復等を避けるため 、自らの意に反し、これらの命令や行為 つ 甘受ま 黙認せざるをえないということになり ねなかった。また、その一方で、違法 不当な命令や行為 する者が、報復等により、その命令や行為 が通報によって露見するリスクを抑えることができてしまいかねないという状況でもあった。
そこで、二〇一三年法①は、利益相反状
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オランド政権では、公務員における倫理












二大政党に基づく政権とは異なり、社会、経済界や 官界に確固たる基盤のない中で、社会経済分野 におけ 大規模 改革を実現するために、幹部公務員における政
７ ????????







ロン政権でも、既に、資産状況と利害状況の届出公表法 の改革等をはじめとした幾つかの改革がなされた。オランド政権 よる前記 改革の多くは、とりわけ、大統領任期の満了と下院立法期の終了（これに伴い下院の議案が廃案となる） 前年である二〇一六年になされたも であっ マクロン政権においても、今後、二〇二二年大統領任期の満了と下院立法期 終了に向け、さらなる改革のなされることが期待れる。
その一方で、既に日本では、二〇〇〇年
に施行された国家公務員倫理法 国家公務員倫理規程により、利益相反状態を招くような行為の禁止や、あるいは、贈与、株取引や所得等の報告と公開に関するも 等はじめとした公務員倫理法制が整備されてきた。また、二〇〇六年 は公益通報者保
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同「フランスにおける公務員の政治活動」同ほか『欧米諸国の「公 員の政治活動の自由」 ――その比較 的研究』 （日本評論社、二〇一一年）第四章（一二五
―一六八







































e législ.), 2019 ） 。公務
労使代表型諮問機関法制の再編や、契約公務員の拡大と彼らの報酬の安定化等 加え、公務員倫理に関するも では、官民人材流動性の促進に伴う兼業規制緩和や、その一方で 兼業規制等の倫理規制に違反した者に対する制裁の強化 が注目に値する。こ 法案をはじめ、今後もフランスおける公務員法制度改革 動向について引き続き注視していく。
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